「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
星野公平ニュース

Ｎｏ．１２８　　２０１１年　１　月　２７　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団)

住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５　
２０１１年国民春闘　　労働者が元気になって政治を変える　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ政治、経済、社会にわたって日本を覆う閉塞感のなかで今年の国民春闘が始まりました。一方に働きたくても働けない労働者、他方に長時間過密労働と賃下げにあえぐ労働者―「仕事がほしい」「暮らしていけない」との悲鳴が上がっています。消費の縮小と経済危機の悪循環が続いています。日本経団連が発表した今年の春闘方針には、「自らの利益だけを追求するのでなく…社会や国民生活に貢献する」という言葉はありますが、その結論が「国際的な市場獲得競争に勝ち抜く」ための「自社の収益力向上」だというのでは、労働者や下請け企業にさらに犠牲をしわ寄せすることにしかなりません。又、賃金抑制のための身勝手な理屈が並んでいます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ今、大企業だけは利益を回復させて内部留保を２４４兆円と空前の規模に増やす一方で、労働者の年収は１２年間で６１万円も減るという異常な事態です。今年こそ大企業の利益や内部留保をみんなに還元させ、賃上げや雇用の改善をさせましよう。一人勝ちを続けている大企業が｢競争力｣の強化に更に賃金抑制をという無法は、絶対に認めることはできません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党は、暮らしと経済の危機を打開するために、政治の責任で「ワンパッケージ」（一括）の賃上げ政策を実行することを提案しました。（１）労働者派遣法を抜本改正して非正規社員を正社員にする。（２）中小企業に手当てしながら最低賃金を時給１０００円以上に引き上げる。（３）雇用の７割を抱える中小企業を本格的に支援して大企業との賃金格差をなくしていく。（４）日本航空のような無法解雇をやめさせて解雇規制のルールを強化する。―という提案です。（続く→）　　　　　　　

星野公平のモットー　　安心できる教育･医療･老後を
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月２９００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　
指定管理者制度の総務大臣見解 桑名市の委託・市場化は　　

ｐ指定管理者制度が導入されてからの利用の状況をみますと、コストカットのツールとして使ってきた嫌いがあります。指定管理者制度というのは、一番のねらいは、行政サービスの質の向上にあるはずです。本来、指定管理になじまないような施設まで指定管理が行われています。例えば、公共図書館は、指定管理になじまないと私は思います。きちっと行政が直営で、スタッフを配置して運営すべきです（桑名はＰＦＩ）。従来から外部化というものを、総務省として随分進めてきました。定員削減とか総人件費の削減という意味で、アウトソースというものを進めてきた。それが、コストカットを目的として、結果として官製ワーキングプアというものを随分生んでしまっています。少し見直してもらいたい。自治体は、地元の企業に対しては、正規社員を増やしてくださいと働き掛けていますが、当の自治体が、自ら内部では非正規化をどんどん進めて（桑名市は嘱託、再任用、アルバイト７００名以上）、アウトソースを通じて官製ワーキングプアを大量に作ってしまったという（時給７５０円）、自覚と反省は必要だと思います。法的根拠の無い集中改革プランの解除も必要です。（１月５日の大臣記者会見、２３日の松本でのセミナーより）
(→)雇用・労働条件とともに、国民的課題をかかげて闘ってきた国民春闘の歴史と伝統を受け継ぎ、労働・経済政策と政治の転換をめざす闘いが大切です。労働者が元気になり、日本経済が元気になり、地域経済と中小企業・農林漁業が元気になり、政治のゆがみを正すことが「閉塞状況」を打ち破るカギです。２０１１国民春闘で、賃上げ・雇用確保とともに、地方でも国でも、労働と社会保障を最重視する政治をめざして頑張りましょう。
菅首相の施政方針演説　　消費税増税・ＴＰＰ推進　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ菅首相は１月２４日に国会で施政方針演説を行い、国づくりの理念として次の三つを示しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）平成の開国　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐＴＰＰ（環太平洋連携協定）について「今年６月をめどに、交渉参加について結論を出す」と明言。農業との両立を掲げながら「大規模化の支援」など行き詰まった方針を示す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）最小不幸社会の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ雇用や社会保障では、「全世代対応」など抽象的な政策を並べる一方、「社会保障の財源確保には、限界が生じている」として、６月までに社会保障改革の全体像と、消費税増税を含む税制抜本改革の基本方針を示す。悪政を押し付けるために国会議員定数削減も。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）不条理をただす政治　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ「不条理をただす政治」と称して、政治改革の与野党協議を呼びかけましたが、民主党の小沢一郎元代表の「政治とカネ」問題には言及しませんでした。　　　　　　　　　　　　ｐそして、外交では、「日米同盟の深化」を強調し、訪米時（５月）に「２１世紀の日米同盟のビジョンを示したい」と表明。沖縄・米軍普天間基地をめぐっては、名護市辺野古への移設を最優先とし、新基地建設を押し付ける日米合意を推進する考えを改めて述べました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ 異常を正さねば展望示せない　　翼賛体制づくりの危険性　　　　　　　　　　　　　　　ｐ昨年６月の初の所信表明演説では「信頼回復による再出発」、参院選後の１０月の演説では「有言実行内閣の出発」を掲げ、今度は｢国づくりの理念｣です｡首相は｢平成の開国｣｢最小不幸社会の実現｣｢不条理を正す｣などと主張しましたが､問題はその中身です。日本の政治・社会を閉塞状況に陥らせ、民主党政権になっても何も変わらないと国民を失望させている対米従属・財界本位の異常を正さない限り、国民に展望を示すことはできません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ菅首相が演説で、繰り返し自民党などとの「与野党協議」を持ちかけたのは重大です。まさに対米追随・財界本位の立場では共通する政党との翼賛体制づくりのすすめです。アメリカと財界に全面屈服した菅政権が、国民との矛盾を深めるのは避けられません。国民の力で翼賛政治を打ち破ることこそ、異常を正し、政治を変える道です。
街中ウオッチング　危険な歩道橋の指摘を受けました。
修徳小学校の東の大橋通（国道１号線）に架かるＴ字路の交差点に架かる歩道橋です。歩道橋を自転車を担いで渡らなければならないという話でした。調査に行くと写真のように、近くに横断歩道が無いために平然と自転車で徒歩で横断している方を見かけました。国道のために国の管轄ですので市より改善策を申し入
れてもらっています。
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危険な歩道橋下　　　　　　　　　自治体政策セミナーのあった松本

高齢者医療「新制度」　　　公約破りをやめて廃止を　　　　　　ｐ後期高齢者医療制度は７５歳以上の高齢者を若い世代と分離して別勘定の制度に囲い込み、重い負担を押し付ける仕組みです。高齢者の医療費と負担を直結させ、“医療にかかりたいなら重い負担をがまんせよ”と迫る高齢者いじめに国民の批判が沸騰しました。「新制度」案は７５歳以上の大多数を国民健康保険に加入させるとしています。しかし、現行の市町村国保とは別勘定の都道府県単位の制度をつくって、その制度に加入させるというのです（国保の広域化）。高齢者に医療費の「１割相当」を負担させ、高齢者人口の割合が増え、医療費が増えるにつれて保険料を値上げする制度設計です。これでは、現行の後期高齢者医療制度とまったく変わりがありません。装いは「新制度」に変わっても、中身は後期高齢者医療制度の根幹を温存しています。高齢者医療制度改革会議でも「単なる看板の掛け替えにすぎない」と批判が出ているとおりです。厚労省は７０～７４歳の医療費の窓口本人負担を現在の１割から２割に倍増するとともに、７５歳以上の低所得者への保険料軽減措置を縮小することも狙っています。民主党は２００９年の政権公約の医療政策で「７０歳以上の自己負担を１割」にするとし、「後期高齢者医療制度は廃止し、国民皆保険を守ります」と公約していました。「新制度」によるごまかしをやめ、公約どおりに後期高齢者医療制度を廃止するよう求めます。






